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公

営

事

業

の

状

況

収 支 額 267,728 千円

5 人

後期高齢者医療事業 無

17,406

市 町 村 民 税税務事務

E/(a)

火葬場 中学校

その他

事 務 の 共 同 処 理 の 状 況

議員公務災害 事務機共同

事　　業　　名
法適用
の有無 収支額 普通会計からの繰入額

(b)/((c)+(d))

37.9

9.9

伝染病

連結実質赤字比率

実質赤字比率

実質 収支 比率
3.9

将来負担比率

退職手当 老人福祉 ごみ処理 小学校

滞納繰越分

公 債 費6.2 △ 9.7

1,376,886 41.2

9.5都 市 計 画 税

11.3

入 湯 税 26,450 0.8 64.4

合 計

歳 入 性 質 別 歳 出

市 町 村 税 目 的 別 歳 出

徴

収

率

適 用 税 率 の 状 況 区 分 現年課税分

0.6 35,761

11.8 1,070,092

2.0 124,949

3.9

902,679

5.1 438,483

267,422

1.7 38,688

21.1 88.8

1.00 固 定 資 産 税  1.4/100 (国民健康保険税を除く)

法人税率 12.3/100 市 町 村 税 計 95.6

27.3 91.7

所得割

標準税率に 固 定 資 産 税 94.1 17.7 85.0

対する比率

法

人

分

市 町 村 民 税 96.9町

民

税

個

人

分

均等割

160 150 130 120 50

3,000 1,750 410 4003,000 町

民

税

均 等 割

0 災害復旧費 57,105

目 的 税 233,022 7.0 △ 4.8 0 教 育 費 1,107,505

法定外普通税・旧法税 消 防 費 504,714

特 別 土 地 保 有税 0 0.0 0.0 0 0 土 木 費 1,163,042

鉱 産 税 商 工 費 200,607

市 町 村 た ば こ税 188,764 5.6 △ 6.9 200,573 0 農林水産業費 386,424

6.5 601,377

軽 自 動 車 税 70,045 2.1 10.8 65,689 0 労 働 費 165,792

31.7 1,841,595

固 定 資 産 税 1,476,414 44.1 △ 9.6 1,619,948 0 衛 生 費 639,166

14.7 1,322,846

法 人 分 134,674 4.0 △ 40.6 268,495 0 民 生 費 3,116,587

1.2 120,907

個 人 分 1,242,212 37.1 △ 8.8 1,368,984 0 総 務 費 1,446,680

1,637,479 0 議 会 費 120,907△ 13.3

決 算 額 構成比 一 般 財 源

税額 × 75
基準 100 超過課税分収

入済額 千円 区 分

　

決 算 額 構成比 増減率

7,683,32910,353,192 100.0 6,455,141

区 分

合 計 100.0 合 計 9,842,621 100.0

地 方 債 857,700 8.3 訳

0失業対策事業 0 0.0357,663 3.5 8 0.0

うち国直轄 7,805 0.1

79,335 0.8 0.6 35,761

42.276,133 0.8 16,513

7,805 ④投資的経費比率

9.8災害復旧事業

うち県営事業

57,105

6.7

0.2

28,824 20.0

財 産 収 入 ① 12,785 0.1 5,934 0.1 内 う ち 単 独 663,516

う ち 補 助 164,767 1.7県 支 出 金 725,094 7.0

17,488 42.1

国 庫 支 出 金 852,721 8.2 普通建設事業 912,221 ②人件費比率

投 資 的 経 費 969,326
う ち 人 件 費 18,308

162,706 1.6 13,360 0.2

5,809,685 81.0

1,435,028 1,087,352 15.2
分担金・負担金① 45,705 0.4 0 0.0 前 年 度 繰 上 充 用 金

0.1 繰 出 金 1,577,071 16.0交通安全対策特別交付金 4,354 0.0 4,354

0.9 12,578 12,578 0.2

446,994

小 計 6,895,652 66.6 6,431,485 99.6
投 資 お よ び 出
資 金 ・ 貸 付 金 91,296

0.9 積 立 金 456,390 4.6地方特例交付金 61,097 0.5 61,097

4.5 補 助 費 等 1,034,625

2.5 維 持 補 修 費 43,664
地方消費税交付金 288,245 2.8 288,245

711,811 9.9

3,164,798 3,111,802 43.4

973,701

42.2

普通交付税 2,711,219 24.8 2,711,219 15.442.0 物 件 費 1,513,326

地 方 交 付 税 2,968,814 28.7 2,711,219 42.0 小　　計　③ 4,156,923

918,530 12.8
自 動 車 取 得 税 交 付 金 43,982 0.4 43,982 1.2 一時借入金利子

元 利 償 還 金 934,092 9.5 918,5301,291 0.0 1,291 0.0

9.5 918,530 918,530 12.8

378,954 372,317 5.2

配当割交付金 4,062 0.0 4,062 0.0 公 債 費 934,092

1,137,229 15.9

利子割交付金 10,955 0.1 10,955 0.2 扶 助 費 1,255,164 12.8

25.4

地 方 譲 与 税 172,075 1.7 172,075 2.7 う ち 職 員 給 1,248,533 12.7 1,166,181

1,967,667 20.0 1,867,314 1,820,955

構成比 一 般 財 源 等経常一般財源 経常収支
比率　％

1 被保険者一人当り保険税調定額

加 入 世 帯 数

566

5
一 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

国

保

会

計

の

状

況

職 員 数

4

被 保 険 者 数

決 算 額
区 分

決 算 額 構成比 経常一般財源 構成比
区 分

地 方 税 ① 3,345,131 32.3 3,138,559 48.6 人 件 費

老 人 保 健 事 業 1

わたり温泉鳥の海事業 無 456 世帯

水 道 事 業 有

2 被保険者一人当り保険給付額

無

介 護 保 険 事 業 無 20,106 272,976

工業用地等造成事業 無

0

円

千円

242,404 円

5,173

198,425

100,199

人

円

10,121

60,757 22,487

3,523,689 0職員数 合 計

公共下水道事業 無 8,005 577,582 5

8

普 通 会 計 か ら の 繰 入金 383,486

議会議員 ( 18人 ) 〃 256,000 206,572 0

3,345,131

934,092 918,530

議 会 議 長 H19.5.1 323,000

議 会 副 議 長 〃 268,000

合　　　計 242 69,008 285

臨 時 職 員

消 防 職 員

副 町 長 H19.4.1 594,000

教 育 公 務 員 1 250 250 教 育 長 H18.1.1 531,050

うち技能労務職 23 5,803 252

市 町 村 長 H18.1.1 772,200 円一 般 職 員 241 68,758 285

区　　　　分 職員数 給料月額　
一 人 当 り 支 給

低 開 発 過    疎 市町村圏 財源超過

し尿処理 常備消防工    特 山    振 特定農山村 指数表選定 非常勤公務災害

10 実質単年度収支

旧 新 産 産    炭

J 5,556

半    島

指 定 団 体 等 の 状 況

財政再建

(F+G+H-I)
△ 140,068

財 政 力 指 数 0.562
-

-

実質公債費比率

716,000 6.9

(g)/(a) 131.6

うち臨時財政対策債

繰 越 金 ①

諸 収 入 ①
223,293債務負担行為額

9 積 立 金 取 崩 額 I 316,494 192,139

経常 収支 比率
81.00

705
臨時財政対策債

716,000

9,302,27651,366
経常 一般 財源

6,455,141

うち政府資金 6,631,842

(c)

8 繰 上 償 還 金 H 0

(d)

(f)/(a) 40.5

繰 入 金 ① 316,970 3.1

地方債現在高

5 実 質 収 支
E 273,597

7 積 立 金 G 421,113

減    債 32,111

551,071 ③義務的経費比率

寄 附 金 ① 25,584

特定目的

0.2

1,472,103

6 単 年 度 収 支 F △ 99,063

2,866,141

(C-D) 一 般 財 源 (b)
372,660

経常 経費 充当
5,809,685

積立金現在高

9.3 604,213

(a)

7.9 639,974 ①自主財源比率

手 数 料 ① 16,923 0.2

財    調 1,361,927 使 用 料 ①

(A-B)

4 翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源 D 236,974 28,775

標準 財政 規模
7,070,913

3 歳入歳出差引額 C 510,571 401,435 標準 税収 入額 3,642,775

起債制限比率 6.29,826,716 基準財政需要額 5,584,407

公 債 費 比 率2,873,47110,228,151

2 歳 出 総 額 B 9,842,621

10.5 974,880 850,766 11.9

0.4 35,376 35,376 0.5257,595

指 数 等

1 歳 入 総 額 A 10,353,192
千円

基準財政収入額

区 分

7.8

33.1

指 数 等 区 分

特別交付税

株式 譲 渡 所 得 割 交 付 金

9,743
11.7

平 成 21 年 度 区 分

住

基

.3.31 35,211 10,397

増 加 率 △ 1.2 増 加 率 6.7
.3.31 35,648

58.9

増 加 率 △ 0.8 2,036 5,751 9,612

就
業
人
口

1,920

国 調 55.2

0 国 調 11.0 30.1平 成 35,132 73.21 480

第 ３ 次

0 5,257 10,275

地 区 人 口 区 分

k㎡ 人

第 １ 次 第 ２ 次

平 成 22 年 度

平 成 ２ ２ 年 度 決 算 状 況
人 口 集 中

人 口 面 積 人 口 密 度

国

調

平 成 34,846

市町村類型

産 業 構 造

宮 城 県 亘 理 町
Ⅴ－２ 交付税種地 Ⅱ３種地

一 般 職 員 等 特 別 職 等

区 分
改定実施 一人当り平均給料

月 額 B/A 年 月 日 ( 報 酬 ) 月 額


